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第３節 ライフステージに応じた心身機能の維持・向上の推進 
 

 

（１）次世代の健康～妊娠期から学童・思春期まで～ 

（母子保健計画） 
 

  ◇基本的な考え方 

 

 国の母子保健対策の主要な取り組みを示す「健やか親子２１（第２次）」では，１

０年後に目指す姿を「すべての子どもが健やかに育つ社会」としており，地域や家

庭環境の違いにかかわらず，同じ水準の母子保健サービスが受けられることを目指

しており，本市にとっても重要な課題となっています。 

近年，母子保健をとりまく環境は，母子保健の水準が大幅に改善する一方で，少

子高齢化の傾向や，病気や障がい，経済状態などの個人や家庭環境の違い，考え方

の多様性がみられるなど，大きく変化していることから，きめ細かく対応する必要

があります。 

本市は県内でも高い合計特殊出生率であり，保健センターを中心とした支援体制

の充実を図ってきましたが，今後ますますの充実が求められています。 

     そのため，本計画では，国の健やか親子２１（第２次）の方針を踏まえた５つの

視点に，「第二次健康かしま２１」における次世代の健康づくりとして「生活習慣

病の予防」の視点を加えて推進を図ります。 
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◇子育て世代包括支援センターの開設 

 

平成 30 年４月から，保健センター内に「子育て世代包括支援センター（※）りぼ

ん」を開設し，妊娠期から子育て期まで，切れ目ない支援体制の充実を図りました。 

「子育て世代包括支援センター（りぼん）」では，子どもの健やかな成長のため，

母やその家族に対し様々な支援を行う相談員（専門職）として，「母子保健コーディ

ネーター」を配置しました。これにより，母子保健施策と子育て支援施策の両面から，

妊娠期から子育て期について，利用者の目線からみて切れ目なく一貫性のあるものと

して支援が提供されるように，関係機関との連絡調整を行います。 
 

【主な業務】 

① 妊産婦及び乳幼児等の実情を把握する 

② 妊娠・出産・子育てに関する各種の相談に応じ，必要な情報提供・助言・保健

指導を行う 

③ 支援プランを策定する 

④ 保健医療又は福祉の関係機関との連絡調整を行う 
 

（※）国は平成 28 年 6 月母子保健法の改正により，子育て世代包括支援センター(法律上は「母子健康包括支援セン

ター」)を法定化し，令和 2 年度末までの全国展開を目指している。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

妊娠前 妊娠中 出産 産後 子育て 

母子健康手帳交付 

妊婦健康診査 
ﾏﾀﾆﾃｨｸﾗｽ・ﾍﾟｱｺｰｽ 
産前電話訪問 など 

乳児全戸訪問 乳幼児健康診査 
こころと発達の相談 

育児相談  予防接種 など 

産婦健康診査 
産後ケア 

産後電話訪問 など 

子育て世代包括支援センターが関係機関と連携 
妊娠期から子育て期まで，切れ目ない支援を行います 

保育園等 子育て支援センター等 

関係機関 児童相談所 

相談 助言・指導 

医療機関 
（産科・小児科） 

こども相談課等 鹿嶋市子育て世代包括 
支援センター「りぼん」 

 
 
 
 

保健師 助産師 

母子保健ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

連携 
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① 切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策の充実 

◇現状と課題 

 

ア 妊娠期の状況 

妊娠届出は，９割以上の方が妊娠１１週までに行われており，早い段階で関わりが持

てるようになっています。令和元年度の妊娠届出の年齢別状況は，１９歳以下の方が，

約２％で推移，４０歳以上の方は約５％で推移し晩婚化の影響が考えられます。また，

特定不妊治療（体外受精・顕微授精）による妊娠もみられています。 

本市では，適切な時期に健診を受けられるよう妊婦健診（１４回）の助成を行ってい

ます。妊婦健診は後半になるにつれて受診率は低下しますが，流産や入院，出産等によ

り妊婦健診の対象ではない場合も含まれており，全体の傾向としては適切な受診が行わ

れていると考えられます。 

さらに，平成３０年度から「子育て世代包括支援センターりぼん」を開設し，妊娠期

から母子保健コーディネーターによる支援を図っています。りぼんでは，妊娠届け出時

にすべての妊婦と面接により身体的・精神的・社会的状況等を把握しており，５人に１

人の方が何らかの支援が必要な方であります。なお，継続的に支援を必要とする家庭に

は，各関係機関と連携し支援していくことが必要となります。 

 

 

図表 55 妊娠 11 週以下での妊娠届出率                 出典：事業概要 

年度 届出数(人) 11 週以内 12～19 週 20～27 週 28 週以上 不詳 産後交付 

H21 631 93.3% 4.1% 0.8% 0.6% 1.1% ０% 

H26 611 91.2% 4.9% 0.8% 0.7% 2.3% 0.2% 

R1 481 94.0％ 5.0％ 0.8％ 0.0％ 0.0％ 0.2％ 

 

図表 56 年齢別妊娠届出状況                  出典：事業概要 

年度 ～19 歳 20～24 歳 25～29 歳 30～34 歳 35～39 歳 40 歳～ 

H21 
20 103 196 208 89 11 

3.2% 16.3% 31.0% 33.0% 14.0% 1.７% 

H26 
16 88 179 192 104 32 

2.6% 14.4% 29.3% 31.4% 17.0% 5.2% 

R1 
11 50 138 167 92 23 

2.3% 10.4% 28.7% 34.7% 19.1% 4.8% 
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図表 57 特定不妊治療助成件数（体外受精・顕微授精）  出典：事業実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 58 妊婦健康診査の受診率（％）              出典：事業概要 

 H21 H26 R1 

妊婦健康診査(第 1 回)の受診率 99.4 94.8 96.1 

妊婦健康診査(第 8 回：Ｈ２３以降は第６回)の受診率 95.1 90.0 83.5 

妊婦健康診査(第 11 回)の受診率 74.5 76.3 77.8 

妊婦健康診査(第 14 回)の受診率 25.4 30.0 29.1 

 

イ 出産期の状況 

 本市では，産後の母親への支援として，平成 31 年 4 月より産婦健診（2 回）の助成

を開始しました。医療機関による健診実施の有無もあるため，すべての方の受診はされて

いませんが，8 割近くが受診している状況です。また，産後の母親への支援では，子育て

世代包括支援センターりぼんにより，すべての母親の身体面精神面等の状況を確認し，継

続した支援を図っています。 

そして，母親への支援と共に，すべての赤ちゃんを対象に家庭訪問を行い，乳幼児期の保

健サービスの案内や相談を行っています。入院等の特別な事情を除き，里帰り先で訪問を

受けることができるよう他市町村とも連携し，令和元年度は 97.5％の方に乳児訪問を行

いました。 

出生時の体重は，母体の健康状態を反映する重要な指標です。2,500ｇ未満の低出生体

重児の割合は，約 10％前後で推移しています。低出生体重児の届出の情報と併せて，医

療機関とも連携し，早めの乳児訪問を行い支援していく体制が必要です。 

低出生体重児の場合，成人になってから生活習慣病を発症する危険性が高くなるといわ

れています。また，低体重の女性は妊娠時に胎児の発育に必要な栄養を維持できず，低出

生体重児を出産する可能性が高くなります。妊娠前の健康状態を反映していると考えられ

る妊婦健診第１回の検査時の貧血者の割合は 5％で推移していることや，妊娠中の喫煙や

飲酒は少数存在しており，自身の健康や胎児への影響について継続した周知を図る必要が

あります。 

そのため，妊娠前から体調を整え適正な体重を保つ生活習慣を心がける必要があり，知

識の普及や妊娠前や妊娠中の健康管理，妊婦に対する周囲の理解の促進が必要です。 

年度 実人数 述べ件数  妊娠した人数 

H26 41 77 16（39.0％） 

H27 41 63 21（51.2%） 

H28 43 72 13（30.2%） 

H29 38 59 19（50.0%） 

H30 44 64 18（40.9%） 

R1 34 47 24（70.5％） 
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図表 59 令和元年度産婦健康診査受診率（％）  出典：事業概要 

 

 

 

 

 

図表 60 乳児家庭全戸訪問実施率（％）  出典：母子保健実施状況調査 

 

                   

 

 

図表 61 全出生中の 2,500ｇ未満低出生体重児の割合 

         出典：出生・茨城県人口動態統計，低出生体重児・母子保健実施状況調査 

 
 

図表 62 妊婦健康診査で貧血のある妊婦の割合（％）  出典：健康かしま（第２次）の評価 

 

 

 

 

 

 

図表 63 妊娠中・育児期間中(母)の喫煙率と妊娠中の飲酒率（％）  出典：乳児訪問報告書 

 H26 R1 

妊娠中の喫煙 4.1 2.7 

育児中の喫煙（母） 5.5 3.6 

妊娠中の飲酒 1.1 2.3 
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受診率 73.8 81.4 

要観察・要医療・治療中の割合 18.4 12.7 

 H21 H26 R1 

実施率 ９4.0 98.6 97.5 

 H21 H26 R1 

妊婦健康診査(第 1 回)の貧血検査で異常がある人の割合 5.7 6.4 5.4 

妊婦健康診査(第 8 回：Ｈ２３以降は第６回)の貧血検査で

異常がある人の割合 
46.7 36.0 35.4 
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ウ 乳幼児期の状況 

本市では，医療機関における乳児健診，4 か月児相談，9 か月児相談，1 歳 6 か月児健

診，3 歳 2 か月児健診等を行っています。健診相談受診率は 8 割から 9 割となっていま

す。健診や相談は，すべての親子の状況を把握する重要な機会となっています。 

健診・相談実施後も支援が必要な方には，訪問や電話等で継続支援を行っています。健

診未受診者の方の理由は，保育園等に就園，保護者の職場復帰，医療機関通院中等が多く

なっています。未受診者の中には，問題（発育・発達の遅れ，虐待等）を抱えている場合

もあるため，継続して受診勧奨や家庭訪問等での状況把握，関係機関との連携により情報

共有に努めていく必要があります。 

う歯のある幼児の割合は，令和元年度の1歳6か月児健診で0.7％に減少しています。

3 歳 2 か月児健診では 1 割に増加するものの，経年的には罹患率は減少傾向にあり，歯

科衛生に対する意識が向上されてきたと考えられます。 

おやつの時間を決めている割合はやや減少しており，保護者への働きかけが生活習慣の

基礎作りのためには必要です。また，1 歳 6 か月児健診の時期は，乳歯が生えそろってく

る大切な時期であり，個別での丁寧な歯磨き等の指導と，早い時期から歯科保健への関心

を高めてもらう支援を継続していく必要があります。 

予防接種の麻しん風しん（Ⅰ期・Ⅱ期）の 2 回の接種率は，9 割を超える状況です。麻

しんは重篤な後遺症や死亡する可能性のある病気であることや，風しんは妊娠している方

にうつしてしまうと，先天的な障がいをもつお子さんが生まれる可能性が高くなるため，

病気にかからないよう，うつさないよう予防接種をすすめていく必要があります。 

 

図表 64 乳幼児健診・相談受診率                   出典：事業概要 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

3～6か月児健診 85.4% 88.9% 89.1% 87.5% 85.5% 84.5% 87.0% 79.8% 90.0% 96.9% 84.6%

9～11か月児健診 61.3% 61.9% 69.3% 64.3% 70.6% 68.9% 64.6% 71.7% 77.4% 89.7% 82.3%

4か月児相談 85.8% 87.1% 88.1% 86.6% 88.1% 89.1% 90.7% 91.3% 92.9% 90.5% 92.9%

9か月児相談 81.9% 79.3% 82.1% 84.0% 79.7% 81.4% 88.0% 88.8% 90.2% 89.8% 91.0%

1歳6か月児健診 86.0% 87.8% 82.1% 86.2% 90.3% 88.9% 92.8% 95.9% 94.5% 93.6% 96.2%

3歳2か月児健診 88.4% 90.0% 89.5% 90.0% 85.6% 91.1% 89.1% 93.2% 96.6% 93.4% 94.2%
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図表 65 う歯のある幼児・おやつの時間を決めている 3 歳児の割合（％）  出典：事業実績 

 う歯のある幼児の割合 おやつの時間を決めている 

3 歳児の割合 １歳 6 か月児健診 3 歳２か月児健診 

H2１ 1.9 31.7 64.1 

H26 2.5 20.7 69.5 

R1 0.7 10.6 66.0 

 

 

図表 66 麻しん風しん接種率（％）  出典：事業実績 

 

 

 

 

 

 

◇目標項目 

○ 妊娠期の必要な支援を受け，すこやかな妊娠出産を迎えられる 

○ 子どもの発育発達を知り，適切な養育ができるよう行動する 

○ 自ら相談をすることにより，育児に必要な知識を身につけ健康行動がとれる 

○ 必要な予防接種を受け，感染症を予防する 

 

 ◇対策 

 妊娠期から乳幼児期まで細やかで切れ目ない保健対策の充実を図ります。 

 
○妊娠期の支援 

 ・早期の妊娠届出の啓発と妊娠届出時の面接や問診の実施（切れ目ない支援の開始） 

子育て世代包括支援センター りぼんによる産前の支援を実施 

→要支援者を把握し個別の状況に合わせ，適切な支援を行っていく。 

・妊婦健康診査の助成の実施 

・母親学級，両親学級の実施 

・休日・夜間の教室の開催 

  ・妊娠中からの子育て講座の開催 

  ・特定不妊治療費助成，不育症検査及び治療費助成 

  ・風しん予防接種の助成（妊娠希望の女性，妊婦の夫） 

 H26 R1 

Ⅰ期（1 歳児） 95.1 98.2 

Ⅱ期（年長児） 91.5 94.4 
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○出産期の支援 

 ・子育て世代包括支援センター りぼんによる産後の支援を実施 

→要支援者を把握し個別の状況に合わせ，適切な支援を行っていく。 

・産婦健康診査の助成の実施 

  ・産後ケア事業の実施 

  ・乳児家庭全戸訪問の実施 

・未熟児養育医療給付事業 

 

○乳幼児期の支援 

・医療機関乳児健診（３～６か月，９～１１か月） 

・月齢に応じた育児相談の実施（４か月児，９か月児，随時） 

→保健相談，離乳食指導の機会を提供，適切な生活習慣への支援 

・１歳６か月児健診，３歳２か月児健診の実施 

→保健相談，歯みがき相談，栄養相談，心理発達相談，適切な生活習慣への支援 

・地区公民館，子育て支援センター等と連携した育児相談の実施 

・夜間小児救急診療所 

 

○普及・啓発 

・各種母子保健事業に関する，個別通知，再通知，子育てねっとやホームページでの 

お知らせ，広報誌などによる周知 

・子ども救急電話相談事業（♯8000）の周知 

 

○各種予防接種の実施及び接種勧奨 
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②学童期・思春期からのこころとからだの健康づくり対策の充実 

 

◇現状と課題 

ア こころとからだの健康と生活習慣病予防 

学童期・思春期における健康課題は，本人の生涯にわたる心身の健康づくりを大き

く左右するとともに，将来，親になる者として次世代にも影響を及ぼすことが考えら

れることから，積極的な取り組みが必要です。 

特に思春期は，心身ともに成長が著しく，こころとからだのバランスを崩しやすい

時期であり，気力や体力，学習意欲の低下を予防するためにも，規則正しい生活習慣

の確立が必要となります。 

今回のアンケート調査の結果では，肥満の状態にある子どもの割合及び小中学生の

う歯罹患率においては改善が見られましたが，定期的に運動をしている子どもの割合

はどの年代でも「ほとんどしない」が増加しており，欠食をする子どもが 1～２割い

るのも現状です。 

年齢に応じた健やかな発育と，より良い生活習慣を形成することは，本市の健康課

題のひとつである，生活習慣病予防の基盤を固めることにつながり，幼少期から家族

全体で取り組むことが重要です。 

そのためには，家庭や学校，地域との連携は必要不可欠であり，今後も連携を図り

ながら，子どもたちのこころとからだの健康について支援していくことが必要です。 

 

図表 67 朝食を食べる子どもの割合（％）      出典：令和元年度健康づくりに関するアンケート調査 
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図表 68 肥満の状態にある子どもの割合（％）         出典：令和元年度学校保健統計調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 69 定期的に運動をしている子どもの割合（％） 出典：令和元年度健康づくりに関するアンケート調査 

年度 H20 H26 R1 

よく 

する 

時々 

する 

ほとんど

しない 

よく 

する 

時々 

する 

ほとんど

しない 

よく 

する 

時々 

する 

ほとんど

しない 

4 歳 77.3 20.4 1.9 71.9 25.0 ０ 69.5 28.9 1.6 

小学２年生 60.9 32.8 3.6 61.9 34.0 0.7 61.1 35.2 3.7 

中学２年生 70.9 21.1 8.0 68.1 19.0 8.5 70.4 18.4 11.2 

高校２年生 36.7 43.3 16.7 37.5 50.0 12.5 36.5 44.2 19.2 

 

図表 70 中学生のう歯の罹患率（％）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 若年妊娠・出産の状況 

年齢別妊娠届出状況によると 10 代の妊娠届出者は２％程度となっています。妊娠届

出数の減少に伴い，人工妊娠中絶件数も減少傾向にはありますが，潮来保健所管内でも

１０代の人工妊娠中絶が僅かながらも見られている状況です。望まない妊娠・出産を減

らすためには，思春期の教育は重要であり，中学・高校と継続した教育の場を持つこと

が大切です。 

出典：令和元年度学校保健統計調査 
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図表 70 人工妊娠中絶件数(潮来保健所管内)１０代～２０代抜粋 ※潮来保健所管内合計数 

 出典：茨城県保健福祉統計年報母体保護統計 

  15 歳未満 15 歳 16 歳 17 歳 18 歳 19 歳 20～24 歳 25～29 歳  

  管内 県 管内 県 管内 県 管内 県 管内 県 管内 県 管内 県 管内 県 
管内

総数 

H26 0 6 0 7 2 43 7 61 3 64 2 103 29 569 26 620 129 

H27 0 6 0 12 0 40 0 47 2 93 3 119 11 558 15 573 93 

H28 0 4 1 17 0 27 0 46 1 59 2 93 13 501 19 509 72 

H29 0 3 0 14 0 29 0 37 1 63 0 86 12 518 17 476 73 

H30 0 4 0 9 0 26 0 44 0 60 1 83 10 533 13 461 66 

 

◇ 目標項目 

 

 

 

 

 

◇対策 

 学童期・思春期に向けた保健対策の充実を図ります 

○ 食や運動，睡眠を含めた休養や歯の健康など，早期から適切かつ規則正しい生活習慣

を身につけられるよう家族全体を支援し，こころとからだの健康づくりに関する啓発

を図る 

 

○ 学童期・思春期に対し，関係機関と連携しながら性教育や健康教育を行っていく 

      

○ 必要な知識を身につけ行動できる人が増える 

○ 正しい生活習慣を身につけ実践することができる 

○ う歯をつくらず，口の健康を保つことができる 
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③妊産婦や子どもの成長を見守り，親子を孤立させない地域づくり 

 

◇現状と課題 

本市では，保健センター以外にも地区の公民館・子育て支援センター等，より身近な

場所で定期的に身体計測や相談に応じ，乳幼児とその保護者の健康増進を図っています。 

子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくりは，保健センターのみの支援では限界

があることから，保育園・こども園・幼稚園・子育て支援センター・地区の公民館や図

書館（※）など，今後も関係機関との連携を図りながら，地域全体で子育てを支援して

いける体制を目指していく必要があります。 

  また，子育ては，女性が中心になりがちですが，両親学級や子育て講座等により，妊娠

期から男性の積極的な育児参加も推進し，父性を育むための取組みが必要です。    

（※）市の図書館と連携し，4 か月相談時に，絵本にふれあい，絵本をプレゼントするブックスタート事業を行っています。 

 

図表 72 保健センター・公民館・子育て支援センターでの相談回数                                         

年度 保健センター 公民館 子育て支援センター 

H22 21 12 16 

H26 12 12 18 

R 1 11 20 11 

 

 

図表 73 保健センター・公民館・子育て支援センターでの相談者数 
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◇目標項目 

 

 

 

 

◇対策 

 妊産婦や子どもの成長を見守り，親子を孤立させない地域づくりを目指し

ます 
 

○妊娠出産期の支援 

・妊娠期からの切れ目のない支援を行う。 

→妊娠届出時に専門職が面接を実施することで顔の見える関係を早期から構築する。 

→妊娠届出時のみでなく，産前・産後と継続的に状況を把握する体制を整える。 

・父親の育児参加の啓発，父性を育むための教室・講演会の実施 

 

○乳幼児期の支援 

   ・自ら悩みを発信し，いつでも相談できるような関係の構築，相談体制の整備 

・地区公民館，子育て支援センター等と連携し，定期的に育児相談の機会を設ける。 

 

○親同士の自助・共助に向けての交流 

   ・妊娠中や子育て中の親子との交流が図れるような教室や講座の開催 

 

○地域の資源の周知 

   ・子育て支援センターや一時預かり事業のショートステイやファミリー・サポート 

センター事業等の社会資源の情報提供。関係機関との連携を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 妊産婦や子育て家庭に対し，地域の理解・協力が進む 

○ 親同士の自助及び共助が進む 

○ 親子と地域の必要な社会資源がつながる 
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④ 親や子どもの多様性を尊重し，育てにくさを感じる親に寄り添う 

支援の充実 

 

◇現状と課題 

人々の価値観や生活様式が多様化している現代では，気軽に相談できる相手が身近におら

ず，子育てに関する悩みや不安を抱えた保護者も多いため，それぞれの悩みに寄り添った支

援が重要です。保健センターで行っている「こころと発達の相談」では，発達に課題がある

子どもだけでなく，保護者の養育不安を主訴とした相談についても専門職（心理職等）が対

応しています。令和元年度の相談利用者の年齢は２～4 歳が多くなっており，相談内容は，

言葉の遅れや発音，多動，自閉的傾向，家庭環境の問題，養育不安等がありました。相談後

も必要に応じて継続的なフォローアップを行い，療育が必要と思われる子どもは，総合福祉

センターや教育センター等の関係機関とも連携を図っています。 

保護者に対する支援では，平成３０年度から「子育て世代包括支援センターりぼん」が設

置され，妊娠中から母子保健コーディネーターが相談に応じ，切れ目のない支援を行ってい

ます。令和元年度からは，産婦健康診査の助成が開始され，産婦に対して「エジンバラ産後

うつ質問票（以下 EPDS）※」等の健康診査を行うことで，産婦の身体面および精神面の状

況を把握することが可能となりました。産婦健康診査における EPDS で要支援となる９点

以上の人の割合は全体の約１２％でした。さらに，乳児全戸訪問における EPDS の結果は

7.7％が９点以上で，そのうち第１子が約半数を占めていました。第１子の場合，初めての

子育てで不安を感じやすいため，より丁寧な支援が必要と考えられます。一方で，点数だけ

に捉われずに，保護者が抱える困難さに対して．柔軟に対応することも重要です。 

今後も，関係機関との連携を密にしながら，親や子どもの多様性を尊重し，育てにくさを

感じる親に寄り添う支援の充実を図る必要があります。 

（※）「エジンバラ産後うつ質問票（以下 EPDS）」：精神面で支援が必要な産婦を把握するための指標 

 

図表 74 こころと発達の相談件数の推移    図表 74 令和元年度相談を利用した児童の年齢（実人数） 
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図表 76 所見内容の内訳（延べ人数） 

 

 

 

図表 77 産婦健康診査時の EPDS エジンバラ産後うつ病質問票の結果（要支援者９点以上） 

 

  

産婦健康診査（１回目） 

産後２週間頃 

産婦健康診査（２回目） 

産後１か月頃 

質問票実

施人数 

EPDS9 点以上 
質問票実施 

人数 

EPDS9 点以上 

（人） （％） （人） （％） 

R1 328 40 12.2% 355 42 11.8% 

 

 

図表 78 乳児全戸訪問時 EPDS エジンバラ産後うつ病質問票の結果（要支援者９点以上） 

 

  
質問票 

実施者 

EPDS９点以上 第何子 

（人） （％） １子 ２子 ３子 ４子以降 

H26 538 57 10.6% 
29 

（50.9%） 

15 

（26.3%） 

12 

（21.1%） 

1 

（1.8%） 

R1 439 34 7.7% 
19 

（55.9%） 

9 

（26.5%） 

5 

（14.7%） 

1 

（2.9%） 
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出典：令和元年度子どものこころと発達の相談実績 

出典：令和元年度産婦健診受診結果 

出典：乳児全戸訪問報告書 
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◇目標項目 

 

 

 

◇対策 

 育てにくさを感じる親に寄り添う支援の充実に努めます。 

 

○ 子どもへの発達支援 

    ・保健師による個別の家庭訪問などを継続し，きめ細かな支援を行う。 

・専門職（心理士等）による心理発達相談の実施 

→より保護者や子どもの個別性に合わせた支援を行う。 

    ・関係機関と連携し，継続的な支援を行う。 

 

  

○ 保護者への支援 

  ・妊娠中から保護者が抱える不安やリスク因子を把握し，産後うつ等の早期発見，

早期予防に努める。 

・EPDS（エジンバラ産後うつ質問票）の実施 

→要支援者に関しては必要に応じて関係機関と連携し，適切な時期に必要な支援

を行う。 

・乳幼児健診や電話や来所相談，訪問などの機会において，保護者の発信する育て

にくさのサインを見逃さないように支援していく。 

・各種健診や相談などを通じて，育てにくさや，子育ての悩みを抱える保護者とそ

の子どもへの支援体制を整える。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 安心した気持ちで子育てができる 

○ 子どもの発達に応じた必要な支援が受けられる 
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⑤ 妊娠期からの児童虐待防止対策の実施 

◇現状と課題 

虐待死のリスクが最も高いのは 0 歳児だといわれ，妊娠期からの虐待予防の支援

が重要です。 

本市の子育て世代包括支援センターりぼんでは，妊娠届出時に妊娠した時の気持

ちを質問していますが，令和元年度は「どちらとも言えない」「ややうれしくない」

との回答もおり，必ずしも育児困難な状況になるとは限りませんが，ハイリスク者

として見守り，支援する必要があります。 

また，令和元年度の相談・健診事業において，子育てについて相談できる人が「い

ない」と回答した人の割合は，それぞれ 1.5～2.5%でした。さらに，令和元年度の

健康づくりに関するアンケートによると子どもを虐待しているのではないかと思う

ことがある保護者の割合は減少していますが，子育てに自信が持てない人や子育て

が困難だと感じている人の割合は増加しています。 

こういった状況は，核家族化や働き方の変化が進む現代で，育児の手助けやアド

バイスをしてくれる人が身近にいない保護者が増えてきたことが考えられます。そ

して，住環境が変わり隣近所の日常的な付き合いも減ってきたことで，孤独や孤立

のなかで『孤育て』をしている保護者が増え，子どもが育つ環境が大きく変わって

きていることも推察されます。 

妊娠早期から妊婦の実情を把握し，虐待はいつどこででも発生しうるという認識

のもと，切れ目ない支援を行う必要があります。 

なお，虐待に至る恐れのある要因には，予防接種未接種，う歯の放置，医療機関

未受診，乳幼児健診・相談の未受診等が考えられることから，児童福祉分野・学校

教育分野と連携し，情報共有を図り要支援者への支援を連携して行っていく必要が

あります。 

 

図表 79-1 妊娠した時の気持ちの割合(%)    図表 79-2 妊娠した時の気持ちの割合(%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：R 元年度母子健康手帳交付台帳(転入者含む) 

67

17.1

4.1

0.8

11

0 20 40 60 80

嬉しかった

予想外だったが嬉しかった

戸惑った

困った

その他

H26

87.6

8.3

3.5

0.2

0

0.4

0 20 40 60 80 100

うれしい

ややうれしい

どちらとも言えない

ややうれしくない

うれしくない

無回答

R1

出典：H26 年度母子健康手帳交付台帳(転入者含む) 

※母子健康手帳交付台帳の書式変更があったため，図表 76-1 と図表 76-2 の表現が異なります。 
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図表 80 乳幼児期の子育ての相談者がいる割合(%) 

 

 ４か月児 ９か月児 １歳６か月児 ３歳２か月児 

はい いいえ 無回答 はい いいえ 無回答 はい いいえ 無回答 はい いいえ 無回答 

H26 97.7 1.5 0.8 97.7 1.3 1.1 94.6 2.9 2.5 97.4 1.3 1.3 

R1 98.5 1.5 0 98.5 1.5 0 97.9 1.6 0.5 95.5 2.5 1.9 

 

図表 81 安心した気持ちで子育てができている人の割合   

出典：令和元年度健康づくりに関するアンケート調査 

 質問項目 H21 H26 R1 

子育ては楽しいと感じている父親の割合 78.1% 100.0% 100.0％ 

子育ては楽しいと感じている母親の割合 91.9% 95.4% 94.6％ 

子育てに自信が持てない保護者の割合 62.7% 71.4% 77.0％ 

子どもを虐待しているのではないかと思うことがある保護

者の割合 
19.2% 24.0% 22.5％ 

子育てが困難だと感じている人の割合 31.8% 48.8% 54.2％ 

育児について相談する相手や精神的な支えがいる人の割合 94.1% 91.6% 92.6％ 

 

◇目標項目 

 

 

 

◇対策 

妊娠期からの児童虐待防止に努めます。 

○支援対象者の把握 

・子育て世代包括支援センターりぼんにて，妊娠届出時の個別面接や産前・産後の状況

確認をしていく中で，妊娠期から要支援妊産婦の把握を行う。 

・予防接種未接種，う歯の放置，医療機関未受診，乳幼児健診・相談の未受診等の場合，

虐待に至る恐れが考えられるため，健康状態や養育状況の確認を行う。 

 

○ 安心した気持ちで子育てができる 

出典：4 か月児相談・9 か月児相談・1 歳 6 か月児健診・3 歳 2 か月児健診各問診票集計結果 
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  ○支援対象者の支援体制づくり 

・妊娠早期から子育て世代包括支援センターりぼんで専門職による顔の見える関係づ 

くりを図り，いつでも相談できるような関係を構築し早期に支援を開始する。 

・関係機関（市こども相談課，児童相談所，警察等）との情報共有や連携体制の強化を 

図る。 

 

○普及・啓発 

  ・乳幼児揺さぶられ症候群や児童虐待防止の啓発 
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母子保健サービス提供の状況 

本市の母子保健支援体系図 
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（２）青・壮年期の健康 

 

①生活習慣病対策（※ 第４章，第１節にて記載） 

 

②こころの健康 

   

◇ 基本的な考え方 

こころの健康とは，いきいきと自分らしく生きるための重要な条件のひとつであ

り，「生活の質」に大きく影響するものとなっています。 

こころの健康を保つには，多くの要素があり，適度な運動やバランスの取れた栄

養・食生活とともに，心身の疲労の回復と充実した人生を目指す休養が加えられ，健

康のための３つの要素とされてきました。 

しかし，現代社会はストレス型の社会であり，誰もがこころの健康を損なう可能性

があります。 

そのため，こころの健康問題の重要性を認識するとともに，自ら，又は身近な人の

こころの健康の不調に気づき，適切に対処するとともに，社会環境的な要因からのア

プローチが重要で，社会全体で取り組むことが重要です。 

 

◇現状と課題 

ア ストレスや悩みの有無と相談状況 

 平成２８年に自殺対策基本法が改正され，各自治体に対し，自殺対策計画の策定が義務

づけられました。本市では，平成３０年度に鹿嶋市自殺対策計画を策定し，こころの健康

についての啓発や相談体制を整えるとともに，地域の方や自治体職員に対してゲートキー

パー養成講座を実施しております。 

今回のアンケート調査では，全体の６０．４％の人が『ストレスや悩みを感じている』

状況であり，性別でみると男性では５３．９%，女性では６６．８%と，女性の方がスト

レスや悩みを感じている割合が高い状況でした。 

相談している割合は，全体では３２．５％と，前回の３７．２％より減少しております。

また，男性では２６．４％，女性では３８．６％と，男女でかなりの差がみられました。 

こころの健康を損なう要因は多様化していると言われているため，引き続き，こころの

健康に関する啓発や相談体制を整えるともに，庁内や各関係機関の連携体制を整えていく

必要があります。 
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 図表 82 ストレスや悩みを感じている人の割合    出典：令和元年度健康づくりに関するアンケート調査 

 

 

 

図表 83 ストレスや悩みを相談している人の割合    出典：令和元年度健康づくりに関するアンケート調査 
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◇目標項目 

    

   ○ ストレスや悩みを感じているときに相談している割合の増加 

 

◇対策 

こころの健康を維持することの重要性を周知し，相談支援に努めます。 

 ○こころの健康の重要性に関する教育の推進 

 ・市民への普及・啓発及び相談窓口の周知 

  ・自殺防止のゲートキーパー養成講座の実施 

 ・こころの健康に関するセルフチェックシステム（「こころの体温計」）の実施 

 

○相談事業の推進 

・こころの相談（専門医師，保健師，精神保健福祉士など） 

・子育て世代への相談事業（育児相談など） 

 

 〇庁内連携体制の推進と関係機関との連携強化 
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（３）高齢期の健康 

 

◇ 基本的な考え方 

 高齢者の健康づくりは，個々人の特性に応じた良好な栄養・食生活，身体活動・体力の

増進が基盤となり，身体的，心理的，社会的機能の維持増進により達成できることから，

生活習慣病予防や重症化予防・フレイル(※1)予防を推進していく必要があります。 

そのため，健診を実施するとともに，従来から行われてきた認知症やロコモティブシン

ドローム(※2)などの予防対策に加え，特に後期高齢者が陥りやすい低栄養などの改善を含

めた高齢者の健康づくりを推進していことが一層重要になっています。 

 

 （※1）フレイル（虚弱） 

    ⇒健康状態と要介護状態の中間に位置し，身体機能と認知機能が低下している状態のことを指

す。 

 

 （※2）ロコモティブシンドローム（運動器症候群） 

    ⇒運動器（運動器を構成する骨，関節軟骨，脊椎の椎間板，筋肉，神経系など）の障害のため

に自立度が低下し，介護が必要となる危険性の高い状態。 

     運動器の機能低下が原因で，日常生活を営むのに困難をきたすような歩行機能の低下，又は

その危険があることを指す。 

  

 

◇現状と課題 

ア 介護保険サービスの利用者の状況 

本市の要介護認定率は，令和元年度に１２．3%となっており，平成２5 年に比べ

ると，横ばいで推移しております。 

介護保険サービスの利用者は，高齢化に伴い増加することが予想されることか

ら，今後はさらに予防的な視点での対策が必要となっています。 

高齢期の健康は，壮年期からの生活習慣の改善が重要であり，また，血管障害に

おける認知症の予防にも効果が期待できます。 

また，ロコモティブシンドロームの予防事業を展開していくと同時に，広く市民

に対し普及啓発などの情報提供が必要です。 

さらに地域活動や就業など何らかの形で社会参加することにより高齢者の活力が

活かされる社会環境が必要です。 
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  イ 低栄養傾向（BMI２０以下）の高齢者の状況について 

低栄養傾向とされる BMI20 以下の者の割合は，疾病や老化などの影響を受けて 

年齢が上がるにつれて増加する傾向となっています。 

本市においても，特定健診及び後期高齢者を対象とした循環器健診結果において 

BMI20 以下の低栄養傾向の割合をみたところ，年々増加している状況でした。 

フレイルを予防するためにも，高齢期に不足しがちなタンパク質や脂質などを適

正量摂取し，バランスの取れた食生活を送れるよう，高齢期の正しい食の在り方を

普及するとともに，多様な食品摂取に留意すること，体をよく動かして筋肉や骨を

強くするといった内容について普及啓発を図ることが重要となってきます。 

 

図表 84 BMI20 以下該当者割合の推移         出典：特定健診結果，循環器健診結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について 

 現在の医療保険制度は，７５歳以上に到達すると後期高齢者医療制度に移行すること

になっております。その結果，７４歳までの国民健康保険制度の保健事業と７５歳以降

の保健事業が適切に接続されてこなかったことに加え，高齢者保健事業は後期高齢者広

域連合が主体となり，その一方で介護予防は市町村が主体となって実施してきたことに

より，健康課題や生活機能の課題に一体的に対応できていないという課題がある状況で

した。このような課題に対応し，市町村が保健事業と介護予防を実施できるよう，「医療

保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する法律」が

令和 2 年４月に施行されました。 

これを受け本市では，令和２年度から高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施を行

っております。 
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◇目標項目 

    

○ 介護保険認定率増加の抑制 

 

 

◇ 対策 

 介護予防につながる高齢者の健康づくり・生活習慣の改善に努めます。 

 ○ 生活習慣病の発症及び重症化予防に関する施策 

    ・生活習慣病予防対策の推進（特定健診，循環器健診の実施） 

 ○ 運動機能の維持に関する施策 

    ・骨粗鬆症検診の実施 

    ・運動機能向上事業の実施（いきいき教室） 

    ・ロコモティブシンドロームに関する普及啓発 

 ○ 認知症の予防に関する施策 

    ・認知症予防講演会の実施 

 ○ 低栄養予防に関する施策の実施 

    ・栄養改善教室の実施（はつらつ教室，口腔改善教室） 

    ・低栄養のリスクに関する普及啓発 
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第４節 健康を支え守るための社会環境の整備 

 

◇ 基本的な考え方 

個人の健康は，地域などの社会環境の影響を受けるため，健康に関心を持ち，健康づ

くりに取り組みやすいよう，健康づくり活動を支える地域環境を整備することが必要で

す。行政のみならず，地域や関係団体などとの協働の取り組みを推進しながら，市民が

主体的に行う健康づくりに関し総合的に支援する体制が必要です。 

 

◇現状と課題 

 ア 市民の主体的な健康づくりを支える地域づくり 

市民が地域活動に参加し，その活動を通じて地域との絆を深めることは，心身の健

康の維持・増進や生活の質の向上につながります。地域活動の拠点である地区公民館

等と情報共有を図りながら，健康づくりに取り組む市民の支援を行うことが必要で

す。 

 

イ 健康づくりに関する団体・機関との連携 

市民の健康を守るための社会環境として，医師会・歯科医師会・保健所，体育協

会・かしまスポーツクラブ・民間のスポーツクラブ，シニアクラブなどの各種団体

等，様々な関係機関との情報交換が不可欠であり，市民の健康を支え守る取り組み

を，連携して推進することが重要です。 

また，地域で活動する食生活改善推進員や，その他，関連する団体などの活動を支

援することが必要です。 

 

 

 

◇目標項目 

    

○ 市民の主体的な健康づくりを支える地域づくり 

 ○ 健康づくりに関する団体・機関との連携の強化 
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◇ 対策 

自分の健康は自分で守る意識と習慣づくりのもと，健康を支え，守る社会

環境の整備を推進します。 

 
○市民の主体的な健康づくりを支える地域づくり 

 ・地区公民館等と情報共有を図り，健康づくりに関する地域活動の支援を行う 

・広報やホームページを利用した，健康づくりに関する情報の発信 

・健康増進施設の環境整備と活用の推進 

 

○健康づくりに関する団体・機関との連携の強化 

  ・各団体・機関との連携と情報の共有化 

・「鹿嶋市食生活改善推進員連絡協議会」の組織活動の支援及び育成 

 

 

 

 

 

 


